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芦別市職員に係る人事行政の運営の状況 

 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員数の状況（全職員） 

 

部 門 別 職 員 数 
全 職 

員 数 

前年度比 

一 般 

行 政 
教 育 消 防 病 院 水 道 そ の 他 全 職 員 

一 般 

行 政 

平成 27 年 167 人 43 人 0 人 115 人 10 人 27 人 362 人 △14 人 △ 3 人 

平成 28 年 162 人 42 人 0 人 118 人 10 人 28 人 360 人 △ 2 人 △ 5 人 

平成 29 年 161 人 41 人 0 人 110 人 10 人 27 人 349 人 △11 人 △ 1 人 

※各年４月１日の職員数で、特別職（教育長は平成２７年より）と消防職員（平成２６年

より滝川地区広域消防事務組合へ派遣のため）は除いています。 

 

（２）採用・退職の状況（平成２８年度：市立病院に勤務する医療職員及び消防職員を除く） 

 

採     用 退     職 
免職

等 大卒 短大 高卒 
再任

用 
定年 

勧奨 

早期 

自己 

都合 

病気 

死亡 

その

他 

再任

用 

一 般 事 務 １人  ３人 ３人 ４人 １人    １人 
 

 

技 能 労 務      １人      

栄 養 士 １人      １人     

歯科衛生士      １人      

保  育  士  １人   １人       

合   計 ２人 １人 ３人 ３人 ５人 ３人 １人   １人  

（３）採用・退職の状況（平成２８年度：市立病院勤務の医療職員分） 

 

採     用 退     職 
免職

等 大卒 短大 高卒 
再任

用 
定年 

勧奨 

早期 

自己 

都合 

病気 

死亡 

その

他 

再任

用 

医      師       ２人     

医療技術職       ２人     

看  護  師 １人 ８人   １人 １人 ８人    １人 

合      計 １人 ８人   １人 １人 12 人    １人 
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２ 職員の人事評価の状況（平成２８年度） 

（１）一般職員給料表適用職員 

 ① 昇給の状況 

４号給昇給 ３号給昇給 ２号給昇給 １号給昇給 昇給なし 

１８４人 ７人 ３１人 ３人 １８人 

※再任用職員は除く。 

 

 ② 級別、職名別の職員数 

級 
合    計 内     訳 

人  数 （％） 職   名 人  数 （％） 

７級 ４人 １．６ 部 長 ４人 １．６ 

６級 １８人 ７．４ 

課 長 １５人 ６．２ 

事 務 局 長 ２人 ０．８ 

館 長 １人 ０．４ 

５級 ６人 ２．４ 
課 長 ２人 ０．８ 

主 幹 ４人 １．６ 

４級 １０４人 ４２．８ 

係 長 ４９人 ２０．２ 

園 長 ２人 ０．８ 

係 長 相 当 職 １人 ０．４ 

主 査 ４８人 １９．８ 

主 任 ４人 １．６ 

３級 ８０人 ３３．０ 主 任 ８０人 ３３．０ 

２級 １０人 ４．１  １０人 ４．１ 

１級 ２１人 ８．７  ２１人 ８．７ 

 

 ③ 一般職員給料表級別標準職務表 

職務の級 標準的な職務 

１級 定型的な業務を行う職務 

２級 高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務 

３級 主任の職務 

４級 

１ 主幹の職務 

２ 係長、園長又は主査の職務 

３ 極めて困難な業務を処理する主任の職務 

５級 
１ 課長、事務局長、所長又は館長の職務 

２ 困難な業務を処理する主幹の職務 

６級 
１ 福祉事務所長の職務 

２ 困難な業務を処理する課長、事務局長又は館長の職務 

７級 部長又は総合施設長の職務 
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（２）医療職員給料表（２）適用職員 

 ① 昇給の状況 

４号給昇給 ３号給昇給 ２号給昇給 １号給昇給 昇給なし 

１９人 － ３人 － １人 

 

② 級別、職名別の職員数 

級 
合    計 内     訳 

人  数 （％） 職   名 人  数 （％） 

７級 ０人 ０．０  ０人 ０．０ 

６級 ３人 １３．０ 
薬局長 １人 ４．３ 

技師長 ２人 ８．７ 

５級 ４人 １７．４ 
主査 １人 ４．４ 

主任技師 ３人 １３．０ 

４級 ５人 ２１．８ 

主任技師 ２人 ８．７ 

薬剤師 １人 ４．４ 

理学療法士 １人 ４．４ 

診療放射線技師 １人 ４．３ 

３級 ３人 １３．０ 

薬剤師 １人 ４．４ 

臨床検査技師 １人 ４．３ 

臨床工学技士 1 人 ４．３ 

２級 ８人 ３４．８ 

臨床検査技師 １人 ４．４ 

臨床工学技士 １人 ４．４ 

診療放射線技師 １人 ４．４ 

管理栄養士 ３人 １３．０ 

理学療法士 １人 ４．３ 

言語聴覚士 １人 ４．３ 

１級 － － － －  

 



 4 ページ 

 ③ 医療職員給料表（２）級別標準職務表 

職務の級 標準的な職務 

１級 

１ 栄養士の資格を必要とする職務 

２ 診療放射線技師の資格を必要とする職務 

３ 臨床検査技師の資格を必要とする職務 

４ 理学療法士の資格を必要とする職務 

５ 作業療法士の資格を必要とする職務 

６ 言語聴覚士の資格を必要とする職務 

７ 臨床工学技士の資格を必要とする職務 

８ 歯科衛生士の資格を必要とする職務 

２級 

１ 薬剤師の資格を必要とする職務 

２ 相当の経験が必要な栄養士、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法士、作

業療法士、言語聴覚士、臨床工学技士又は歯科衛生士の資格を必要とする職務 

３級 

１ 主任の職務 

２ 困難な業務を行う薬剤師、栄養士、診療放射線技師、臨床検査技師、理学療法

士、作業療法士、言語聴覚士、臨床工学技士又は歯科衛生士の資格を必要とする職

務 

４級 

１ 係長の職務 

２ 主査の職務 

３ 病院の主任薬剤師の職務 

４ 病院の主任技師の職務 

５ 困難な業務を処理する専門員の職務 

５級 

１ 困難な業務を処理する係長又は主査の職務 

２ 病院の主任薬剤師又は主任技師の職務 

３ 特に困難な業務を処理する専門員の職務 

６級 病院の薬局長又は技師長の職務 

７級 病院の困難な業務を処理する薬局長の職務 
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（３）医療職員給料表（３）適用職員 

 ① 昇給の状況 

４号給昇給 ３号給昇給 ２号給昇給 １号給昇給 昇給なし 

５３人 １０人 １１人 － ５人 

 

② 級別、職名別の職員数 

級 
合    計 内     訳 

人  数 （％） 職   名 人  数 （％） 

６級 １人 １．３ 看護部長 １人 １．３ 

５級 ６人 ７．６ 

副看護部長 １人 １．３ 

看護課長 ４人 ５．０ 

看護係長 １人 １．３ 

４級 １４人 １７．７ 

看護係長 ３人 ３．８ 

主査 ２人 ２．５ 

主任 1 人 １．３ 

看護主任 １人 １．３ 

看護師 ５人 ６．３ 

准看護師 ２人 ２．５ 

３級 ２８人 ３５．４ 

主任 ６人 ７．６ 

看護主任 ９人 １１．４ 

看護師 １１人 １３．９ 

准看護師 ２人 ２．５ 

２級 ３０人 ３８．０ 

保健師 ２人 ２．５ 

看護師 ２６人 ３３．０ 

准看護師 ２人 ２．５ 

１級 － － － － － 
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③ 医療職員給料表（３）級別標準職務表 

職務の級 標準的な職務 

１級 准看護師の資格を必要とする職務 

２級 

１ 看護師の資格を必要とする職務 

２ 保健師又は助産師の資格を必要とする職務 

３ 高度の知識又は経験が必要な准看護師の資格を必要とする職務 

３級 

１ 病院の看護主任の職務 

２ 主任の職務 

３ 困難な業務を行う看護師、保健師、助産師又は准看護師の資格を必要とする職

務 

４級 

１ 病院の看護係長の職務 

２ 係長の職務 

３ 主査の職務 

４ 病院の困難な業務を処理する看護主任又は主任技師の職務 

５ 特に困難な業務を行う看護師、保健師、助産師又は准看護師の資格を必要とす

る職務 

５級 

１ 病院の副看護部長又は看護課長の職務 

２ 課長の職務 

３ 困難な業務を処理する看護係長又は係長の職務 

６級 病院の看護部長の職務 
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）勤務時間 

 1 週間の 

勤務時間 

1 日の 

勤務時間 
始業時間 終業時間 休憩時間 

平成 29年 4 月 1日 38 時間 45 分 7 時間 45 分 8：30 17：15 12：00～13：00 

※上記始業時間及び終業時間は、一般的な職員に適用するものであり、交替制職場に 

ついては異なります。 

 

（２）休暇の取得状況（平成２８年度：市長部局のみ） 

休暇の種類 取得人数 取得日数 平均取得日数 
1 人当たり年間 

取得限度日数 

給与支給 

の 有 無 

年次有給休暇 178 人 1,714 日 9.6 日 40 日  ※ 有 

介 護 休 暇   0 人 0 日 0 日  6 月以内 無 

組 合 休 暇   0 人 0 日 0 日 30 日以内 無 

・年次有給休暇は、職員が請求し、勤務に支障がある場合を除き取得が可能です。 

・介護休暇は、配偶者、父母、子、配偶者の父母等を介護する場合に無給で取得が可 

能です。 

・組合休暇は、職員労働組合の業務又は活動を行う場合に無給で取得が可能です。 

・新規採用者、中途退職者、育児休業者、休職者を除いています。 

 

※国家公務員と同様に、1年の間に付与される日数は２０日間ですが、未取得日数は 

２０日間を限度に翌年度に繰り越すことができますので、年間の取得限度日数は４０ 

日間になります。 

 

 

（３）育児休業の取得状況（平成２８年度：全職員） 

 男性 女性 合計 

新たに育児休業を取得した職員 ０人 １人 １人 

引続き育児休業を取得している職員 ０人 １６人 １６人 

※育児休業には、部分休業取得者も含みます。 
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４ 職員の分限及び懲戒処分の状況 

地方公務員法などにより、服務規律は次のとおり定められており、これに違反すると 

懲戒処分や矯正措置を受けます。 

なお、処分者の人数は平成２８年度の延べ人数ですが、１事件に対する処分の内容が複

数に該当する場合があるため、処分内訳と合計の延べ人数が相違する場合があります。 

（１）分限処分状況 

処分の事由 降任 免職 休職 合計 

勤務実績が良くない場合 

（地公法第 28 条第 1項第 1号） 
    

心身の故障の場合 

（地公法第 28 条第 1項第 2号、第 2項第 1号） 
  １人 １人 

職に必要な適格性を欠く場合 

（地公法第 28 条第 1項第 3号） 
    

職制、定数の改廃、予算の減少により廃職、過員を

生じた場合 

（地公法第 28 条第 1項第 4号） 

    

刑事事件に関し起訴された場合 

（地公法第 28 条第 2項第 2号） 
    

条例で定める事由による場合 

（地公法第 27 条第 2項） 
    

合         計   １人 １人 

地公法第 28 条第 4項により失職したもの     

（２）懲戒処分の状況 

処分の事由 免職 停職 減給 戒告 訓告 合計 

法令に違反した場合 

（地公法第 29 条第 1項第 1号） 
      

職務上の義務に違反し又は職務を怠

った場合 

（地公法第 29 条第 1項第 2号） 

      

全体の奉仕者たるにふさわしくない

非行のあった場合 

（地公法第 29 条第 1項第 3号） 

１人     １人 

合    計 １人     １人 

処分内容の説明 

・免職 その職を失わしめ、退職によって生ずる諸給与は、これを支給しない。 

・停職 １日以上６月以下、職務に従事させずその期間中いかなる給与も支給しない。 

・減給 １日以上６月以下、給料の１０分の１以下を減額する。 

・戒告 戒告書を手渡し、将来を戒める。 

・訓告 所属長からの口頭注意等 
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５ 職員の服務の状況（全職員） 

  市職員は、市民全体の奉仕者として、誠実に職務を遂行しなければならず、また、 

勤務中は特別な理由を除くほか、みだりにその職務を離れてはいけないこととされて 

います。 

  本市の服務に関する遵守事項と内容は次のとおりであり、この規程に違反した職員 

は、懲戒処分の対象となります。 

種    類 内     容 

職務に専念する義務 
職員は、特別の事情により上司の承認を得た場合を除くほ

か、執務時間中はみだりにその職務を離れてはならない。 

信用失墜行為の禁止 
職員は、その職務の信用を傷つけ、又は不名誉となるよう

な行為をしてはならない。 

秘密を守る義務 
職員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。

その職を退いた後も、また同様とする。 

法令及び上司の命に従う義務 

職員は、その職務を遂行するに当たつて、法令、条例等に

従い、職務上の秩序を保持し、相互に人格を尊重し、かつ、

上司の職務上の命令に従わなければならない。 

政治的行為の制限 

職員は、政党その他の政治的団体の結成に関与し、若しく

は、これらの団体の役員となってはならず、又はこれらの

団体の構成員となるように、若しくはならないように勧誘

運動をしてはならない。 

争議行為等の禁止 

職員は、地方公共団体の機関が代表する使用者としての住

民に対して同盟罷業、怠業その他の争議行為をし、又は地

方公共団体の機関の活動能率を低下させる怠業的行為をし

てはならない。又、何人も、このような違法な行為を企て、

又はその遂行を共謀し、そそのかし、若しくはあおっては

ならない。 

営業又は他の事務の関与制限 
職員は、市長の許可を受けなければ営業を行い、又は報酬

を得て他の事務に従事してはならない。 

私企業からの隔離 

職員は、商業、工業又は金融業その他営利を目的とする私

企業（以下「営利企業」という。）を営むことを目的とする

会社その他の団体の役員、顧問又は評議員を兼ね、若しく

は自ら営んではならない。ただし、市長の許可を得た場合

は、この限りでない。 

他の事業又は事務の関与制限 

職員が報酬を得て営利企業以外の事業の団体の役員、顧問

若しくは評議員を兼ね、その事業に従事し、又は事業を行

うには、市長の許可を受けなければならない 

利害関係者との接触の制限 
職員は、利害関係者との間において、公務に対する市民の

疑惑及び不信を招く行為をしてはならない。 
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６ 職員の退職管理の状況 

 地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律（平成２６年法律第３４

号。）が公布され、地方公共団体は退職管理を行うこととされております。 

 平成２９年度の退職者の再就職の状況は次のとおりとなっており、元職員から働きかけ

を受けた現職職員は、公平委員会にその旨を届け出る義務があります。 

 人  数 

⑴ 平成２９年度退職者数 

 （平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日まで） 
１６人 

⑵ ⑴のうち管理職で退職した者の数 

 （国・道等との人事交流や死亡等による退職者を除いたもの） 
１人 

⑶ ⑵のうち再就職した者の数 １人 

内 
 

訳 

本市再任用職員 １人 

民間企業等への再就職者 ０人 

本市臨時職員等 ０人 

その他 ０人 

※特別職及び教育長は除く 

 

７ 職員研修の状況 

平成２８年度に行った研修内容と参加者の状況は次の表のとおりです。 

研修の種類 人数 研修の種類 人数 

新規採用職員研修 ６人 指導者養成研修 ０人 

専 門 実 務 研 修 ２９人 管理監督者研修 ３人 

資 格 取 得 研 修 ６人 行政視察研修 ０人 

集 合 研 修 ０人 職員派遣研修 ８人 

合    計 ５２人 

※市立芦別病院に勤務する医療職員を除きます。 

 

８ 芦別市公平委員会の業務の状況 

職員は、勤務条件に関する措置の要求、不利益処分に関する不服申し立て、苦情 

相談について公平委員会に要求することができます。 

平成２８年度は、不利益処分に関する不服申し立ては１件でした。 
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９ 職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１） 職員の健康管理に関する事業の実施状況 

   職員の健康保持と疾病予防のために労働安全衛生法第６６条の規定に基づき、職 

  員の健康診断を定期的に行っており、その内容は本市職員安全衛生規則に従い、次 

  のとおり実施しました。 

 

・職員に対する健康診断の実施状況（平成28年度：市立病院に勤務する医療職員を除く） 

健康診断の種類 対 象 者 健康診断の内容 実施回数 受診者数 

定期健康診断 

全職員（総合健康診

断及び採用時健康診

断の対象者を除く。） 

労働安全衛生規則どおり

11項目 
１年に１回 ５０人 

総合健康診断 

30歳以上40歳未満の

全職員 定期健康診断に７項目を

追加 

２年に１回 
２０３人 

40歳以上の全職員 １年に１回 

採用時健康診断 新規採用者 
労働安全衛生規則どおり

11項目を最低実施 
採用時１回 ５人 

特別健康診断 

ＶＤＴ作業従事者 
厚生労働省のガイドライ

ンから必要とする３項目 
１年に１回 該当なし 

給食調理員 

手、指の皮膚の検査等４

項目 
１年に１回 １１人 

給食法及び労働安全衛生

規則に基づく検便 

１月に１回以

上（2回実施） 
１４人 

栄養士 
労働安全衛生規則に基づ

く検便 

１月に１回以

上 
１人 

保健師、歯科衛生士、

保健福祉施設すばる

に勤務する職員 

ＨＢｓ抗原抗体検査 １年に１回 未 実 施 

保育士 
上肢、腰、肩の痛み等２

項目 
１年に１回 ３５人 

結核健康診断 

健康診断の結果、結

核の発病のおそれが

あると診断された職

員及び経過観察職員 

労働安全衛生規則どおり

２項目 
６月に１回 該当なし 

臨時健康診断 全職員（発生の場合） 

発生し、又は発生するお

それがある感染症等で、

総括衛生管理者が必要と

認めた項目 

随時 該当なし 
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（２） 共済制度 

   職員の共済制度は、一般の健康保険・厚生年金制度に当たるもので、地方公務員 

等共済組合法によって定められています。本市は、北海道市町村職員共済組合に加 

入しており、この共済の制度を適用しています。 

   具体的には、大きく分けて３つの事業を行っています。共済組合員である職員と 

その家族の病気・ケガ・出産・死亡等に対して必要な給付を行う「短期給付事業」、 

職員の退職・障害・死亡に対して年金または一時金の給付を行う「長期給付事業」、 

健康の保持増進事業や住宅資金の貸付などの「福祉事業」です。 

 

（３） 公務災害の状況 

   公務災害補償制度は、一般の労働災害補償制度に当たるもので、地方公務員災害 

補償法によって定められています。 

職員が公務上の災害（負傷、疾病、障害及び死亡）または通勤による災害を受け 

た場合に、その災害によって生じた損害の補償と、被災職員の社会復帰の促進及び 

職員・遺族の援護を図るために必要な事業を行うことを目的としています。 

   本市は、地方公務員災害補償基金北海道支部に加入しており、平成２８年度に公 

務災害または通勤災害として認定された件数は１件（病院に勤務する職員を除く。） 

でした。 

 

（４） 職員互助会の状況（市立病院に勤務する医療職員を除く） 

   職員の福利厚生制度として、地方公務員法第４２条の規定に基づき、芦別市職員 

福利厚生会を設置しています。この会は、会員である職員の掛金により、職員の相 

互共済及び福利増進事業を目的とする事業を行っています。 

    

会員数（平成２９年３月現在） ２６２人 

会員 1人あたりの掛金 月額＝給料月額×3／1,000 

 

 

 

主な事業内容 

 

 

各種祝金、弔慰金、給付事業 

体育事業（ミニバレーボール大会） 

スポーツ・文化鑑賞助成事業等 

 

   また、共同互助会として「北海道市町村職員福祉協会」があり、「貸付事業」、「福 

利厚生事業」、「生命共済事業」、「医療給付事業」等の事業を行っています。平成２８

年度の公費補助等総額は 580,889 円、公費負担率は 13.1％、会員数は 242 人（H29.3

加入数）で、一人当たりの公費負担額は 2,410 円となっています。 


